
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、                                                      

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本は、新潟と

同様に、今年度、

県独自制度の拡

充ナシ、県単独予

算を引き去った

県です。 

９月８日(火)

他県要請にとり

くみました。 

 県の「逃げの一

手」を決め込んだ

対応に、県民世論

を起こすような

大きな運動の必

要性を実感させ

られた要請とな

りました。 

 全全国国私私立立学学校校教教職職員員合合連連合合  
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